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主 な 事 業
本店所在地
設　　　立
資　本　金
代 表 者
総 資 産
売 上 高
経 常 利 益
当期純利益

発電・販売事業
富山県富山市牛島町15番1号
1951年5月1日
117,641百万円
代表取締役社長 社長執行役員 金井 豊
1,592,933百万円（1,529,530百万円）
628,039百万円（573,868百万円）
23,236百万円（15,707百万円）
13,433百万円（10,294百万円）

北陸電力株式会社 （Hokuriku Electric Power Company）

主 な 事 業
本店所在地
設　　　立
資　本　金
代 表 者

送配電事業
富山県富山市牛島町15番1号
2019年4月1日（事業開始 2020年4月1日）
10,000百万円
代表取締役社長 水野 弘一

北陸電力送配電株式会社 （Hokuriku Electric Power Transmission & Distribution Company）

■供給設備の概要
　　（2020年3月31日現在)

主な水力発電所（8万kW以上）
主な火力発電所（25万kW以上）
原子力発電所
主な送電線（500kV）
主な送電線（275kV）
主な変電所
主な開閉所

＊ 整流板を設置して運転の場合

福井火力
三国1号 
25万kW（重油）

神通川一
8.2万kW

有峰一
26.5万kW

有峰二
12.3万kW

和田川二
12.2万kW

富山火力
4号 25万kW（重油）

七尾大田火力
1号 50万kW（石炭）
2号 70万kW（石炭）

志賀原子力
1号 54万kW
2号 120.6万kW＊ 

敦賀火力
1号 50万kW（石炭）
2号 70万kW（石炭）

手取川二
8.95万kW

富山新港火力
石炭1号 25万kW（石炭、重油）
石炭2号 25万kW（石炭、重油）
1号 24万kW（重油、原油）
2号 50万kW（重油、原油、LNG）
LNG１号 42.47万kW（LNG） 

＊ 2019年度または2020年3月31日時点の連結値を記載。（ 　）内は個別。

■設備概要等 （2019年度または2020年3月31日現在）
発電設備

総販売電力量

水　力
火　力
原子力

再生可能エネルギー
合　計

合　計＊3

＊1 2020年4月に北陸電力送配電㈱に承継した内燃力設備 計288kWを含む。　
＊2 志賀２号機において、整流板を設置して運転の場合。　
＊3 四捨五入の関係上、合計数値が合わない場合がある。

発電所数
131か所
       6か所＊1

    1か所
    4か所
142か所
小売

25,054百万kWh

出力
1,932千kW
  4,565千kW＊1

  1,746千kW＊2

      4千kW
8,247千kW

卸
6,453百万kWh

31,506百万kWh

北
陸
電
力
㈱

北
陸
電
力
送
配
電
㈱

送電設備

変電設備

配電設備

送電線亘長

配電線路亘長

架空
3,187km
変電所数
203か所
架空

42,023km

地中
151km
出力

31,482千kVA
地中

1,464km

北陸電力㈱および北陸電力送配電㈱の概要 
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＊ 出資比率は自己株式を控除して計算。

富山県
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）
北陸電力従業員持株会
㈱北陸銀行
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口）
㈱北國銀行
日本生命保険（相）
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口9）
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口5）
㈱みずほ銀行

11,270

10,590

7,728

7,700

6,005

6,000

4,752

3,788

3,746

3,341

5.4

5.1

3.7

3.7

2.9

2.9

2.3

1.8

1.8

1.6

持株数（千株）株 主 名 出資比率（％）＊ 

■北陸電力㈱の大株主一覧 （2020年3月31日現在）
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当社は、1898年に創業の北陸初の電力会社である富山電燈㈱をはじめとする複数の地元資本の電力会社が礎となり、1951年に創立しました。
当社は、産業界や経済界等の地域の後押しを受けて創立した経緯があり、「北陸地域との共存共栄」を経営の根幹に据え、低廉で良質なエネルギーの安定供給を通じて、
北陸地域の発展に貢献してきました。

　豊富な水資源を活用した低廉な水力電源に加え、火力電源の開発により高度経済成長期の旺盛な電力需要を支えたほか、オイルショックを踏まえたエネルギーセキュリティの
確保や地球温暖化問題に対応した電源の低炭素化等、時代のニーズを踏まえた電源の多様化を図りながら、低廉で良質なエネルギーの安定供給を通じて北陸地域の発展
に貢献してきました。

北陸地域の電気事業のはじまり・北陸電力のルーツ

北陸電力のあゆみ

　富山電燈㈱をはじめ、北陸に多数の電
力会社が創立された。地域の豊かな水を
活用した電源開発が行われ、水力による
低廉な電力を武器に、鉄鋼・カーバイド等の
電力多消費産業や繊維工業を誘致し産業
が発展。

　山田昌作（後の北陸
電力初代社長）が北陸
の電気事業者に働きか
け、12社を自主統合。
北陸地域の電気事業の
一体性を確立。

富山電燈 大久保発電所
1899年竣工

伏木工業地帯
（富山県）

山田 昌作

北陸電力㈱の創立北陸合同電気㈱の創立富山電燈㈱・
金沢電気㈱の創立 　戦中・戦後の日本の電力供給体制検

討の際、当初案では全国を８ブロックに
分け、北陸エリアは中部エリアに統合さ
れる予定であったが、地域の後押しを
受け、山田昌作が北陸地域の独自性を
力説し、北陸エリアとして独立すること
が認められた。

1951年

1951年1941年1898年 京都電燈㈱福井支社の設置1899年

現在

1951年

21億kWh

2019年小売販売電力量の推移

251億kWh

貢献してきました。

251954 1964 1981 1991 2006 2012 2018

神通川第一発電所（水力） 富山火力発電所1号機 有峰第一発電所（水力） 敦賀火力発電所1号機 志賀原子力発電所2号機 三国太陽光発電所 富山新港火力発電所
ＬＮＧ1号機

北陸電力のあゆみ



北陸電力株式会社
代表取締役社長 社長執行役員
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「北陸と共に発展し、新たな価値を全国・海外へ」
の実現に向け、新たな分野に挑戦し、
北陸電力グループの未来を創造していきます

2019年度の振り返り
昨年４月に「北陸電力グループ2030長期ビジョン」と、実行

計画である「第一次中期経営方針・計画〈2019～2022年度〉」
を策定・公表しました。初年度の2019年度の業績については、主力
石炭火力の七尾大田火力発電所２号機および敦賀火力発電所２号
機が合計165日間にわたりトラブル停止したことで大きな影響を
受けたものの、前倒しでの復旧や収支対策の実施等により、232
億円の連結経常利益を確保し、３期ぶりの復配を果たすことが
出来ました。経営効率化への取組みや、今後の収支改善に向けた
取組みについても計画通り進捗しています。一方で、利益水準は、
長期ビジョン目標の期間平均350億円には届いていません。志賀
原子力発電所の早期再稼働、大型石炭火力発電所の安定運転や
事業領域の拡大の加速化等の課題が見えてきた一年でもありました。｠

第一次中期経営方針・計画は２年目を迎えました　
2020年度は、第一次中期経営方針（安定供給の確保、総合エネ

ルギー事業の競争力強化、グループ総力による事業領域拡大、
企業文化の深化）の見直しは行っていませんが、主要石炭火力
発電所での至近のトラブルや地球温暖化問題を受けた石炭火力に
対する更なる逆風等の足元の情勢変化等を踏まえ、施策の加速化
および見直しを図るため、「第一次中期経営計画〈2019～2022
年度〉【2020年度版】」を策定しました。
新型コロナウイルス感染症への対応については、事業継続計画

の適切な運用等により電力の安定供給に万全を期すとともに、販

売電力量の減少等による業績悪化リスクに迅速・的確に対処して
いきます。

発電部門の取組み
発電部門では、まずは電力の安定供給や競争力強化に向けて、

志賀原子力発電所の早期再稼働と大型石炭火力の安定運転が不
可欠です。
志賀原子力発電所については、新規制基準への適合性確認

審査のステップが対象断層の選定からいよいよ断層の活動性評価
へ移行しました。これまでの調査でデータを充実してきており、丁寧
に説明していくことで、当社の主張をご理解いただけるものと考え
ています。適合性確認審査に適切に対応するとともに、安全対策
工事を着実に実施し、早期再稼働を目指します。
大型石炭火力の安定運転については、主力４機のタービンおよ

びボイラー炉内設備の予防保全的な取替えを行うとともに、AI・
IoT技術を活用したトラブル早期検知システムを導入するなど、トラ
ブルの原因箇所の補修にとどまらない抜本的な対策を行います。
また、国のエネルギー政策を踏まえ、低炭素化と経済性を両立
する電源構成の構築に向けた取組みも進めていきます。石炭火力
については、世界的に逆風が強まっていますが、バイオマス燃料の
混焼比率の増加やタービン取替え等による熱効率向上に取り組み
ながら、引き続き有効活用していきます。石油火力については、
火力発電の競争力強化に向けて、硫黄分の少ない原油燃料の
調達環境が不透明さを増していることを踏まえ、富山新港火力発
電所１号機を本年10月に休止とする予定です。更に、水力発電電
力量の増加や新規地点の発掘強化等、再生可能エネルギーの拡大
にも積極的に取り組んでいきます。

送配電部門の取組み
本年４月に送配電部門を分社し、新たに設立した北陸電力送配

電㈱が事業を開始しました。分社後も、送配電部門の中立性・
公平性を確保しつつ、電力の安定供給確保と地域の発展への貢献
という使命をグループ一丸となって果たしていきます。また、高経
年設備の更新工事の着実な実施、最近の自然災害の激甚化を踏
まえた電力レジリエンス強化や再生可能エネルギーの大量導入に
対応した次世代ネットワーク構築等の諸課題にも着実に取り組ん
でいきます。

販売部門の取組み
2018年４月に一部のお客さまに料金値上げをお願いして以降、
一時は他社への切り替えが増加していましたが、営業活動の積極
的な展開により、当社と再契約を頂くケースも増えてきました。
また、首都圏での販売も好調に推移しており、電力自由化後の小売

販売にはしっかり対応できていると考えています。今後も、新料金
メニューの設定やほくリンクの会員･サービス拡大、トータルソ
リューション営業等によって、お客さまから引き続き選択いただけ
るよう努めるとともに、これまで以上に、電力販売と合わせた新たな
価値サービスの提案や自治体との連携強化を目指していきます。
｠
事業領域拡大に向けた取組み
本年４月に当社初の海外事業として海外の再生可能エネルギー

事業等を投資対象とするファンドに出資を行いました。また、当社
保有の検針の知見とIoT技術を融合した自動販売機の遠隔検針
サービスについても、本年３月に特許を出願し、お客さまに提案を
行う等、事業領域拡大に向けた取組みを着実に進めています。
また、本年６月に、投資業務をより機動的・専門的に実施し、成長
に必要な投資を加速させるため、投資子会社「北陸電力ビジネス・
インベストメント合同会社」を設立しました。足元では、金沢市
ガス・発電事業の民営化方針を受け、両事業を譲り受ける新会社
への参画や、東南アジア等における発電事業への出資についても
検討中です。今後も、地域が抱える課題やニーズに積極的に対応
し、ビジネスチャンスにつなげるとともに、〝お役立ち〟の精神で
地域の発展を牽引できるよう取り組んでいきます。

企業文化の深化
地域の皆さまから信頼いただけるよう、安全文化の更なる深化

や業務品質の向上を図るとともに、一層のコンプライアンス徹底に
向け、不断の取組みを進めていきます。関西電力㈱における金品
受領問題を受け、当社では、不適切な金品等の受領および工事
発注に係る不適切な事案がなかったことを確認しておりますが、
当社として自律的に企業倫理・法令遵守の更なる徹底を図る観点
から、昨年11月に社内ルールである行動規範を一部改正し、贈答
品の受け取りを一切禁止しました。今後も、地域社会への貢献や
地域の皆さまとの双方向の対話活動にも引き続き取り組むことで、
地域の皆さまから信頼され選択される北陸電力グループを目指し
ます。
｠
持続可能な社会の実現に向けて
当社グループは、低廉で良質なエネルギーの安定供給や新たな

価値サービスの提供等により、エネルギー事業を通じて豊かな
暮らしや低炭素社会の実現に取り組んでいます。また、地域に根差
したインフラ事業者として、これまで培ってきた技術や知見等を
活用し、地域が抱える社会的課題の解決にも地域と一緒になって
取り組んでいきます。今後も、ＥＳＧの視点による経営を更に深化
させることで、持続可能な社会の実現（ＳＤＧｓの達成）に貢献して
いきます。
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　経営環境が激変する中、目先の課題だけでなく将来を見据えた諸課題にスピード感をもって対処するため、2019年4月、持続的な成長への道筋を描いた「北陸電力グループ
2030長期ビジョン」を策定・公表しました。

北陸電力グループ2030長期ビジョン（2019年4月公表）

北陸を基盤にこれまで展開してきた
「総合エネルギー事業」の拡大に加え、「新
たな成長事業」の開拓を基本戦略として
取り組んでいきます。
また社会的に責任のあるエネルギー
事業者として、ESG等の視点も考慮し
ながら事業を展開していきます。

当社グループ理念「Power ＆ Intelligenceでゆたかな活力あふれる北陸を」
に基づき、将来の事業環境や社会ニーズの変化も踏まえ、当社グループのありたい
姿を次のように設定しました。

北陸と共に発展し、新たな価値を全国・海外へ

＊1 2018年度対比　＊2 「電気事業低炭素社会協議会」（当社を含む旧一般電気事業者および新電力の一部で構成）で目指す目標

部門・事業

販　売

2 0 3 0 年に向けた方向性

原子力

水力・再エネ

火力

発
　
電

■志賀原子力発電所の
　安全・安定稼働

送配電 ■社会環境・技術革新への柔軟な対応

■既存事業領域の拡大
■新たな事業領域の創出

■総合エネルギーサービス・
　付加価値サービスの積極拡大

＜2030年度までの計数目標＞
■総販売電力量＝400億kWh/年
■高度化法環境指標達成
　-販売電力量に占める非化石電源比率＝44％
■温室効果ガス排出係数＝0.37kg-CO2/kWh＊2
■LNG累計契約量＝20万ｔ

＜2030年度までの計数目標＞
■再生可能エネルギー発電電力量＝+20億kWh/年＊1
　（＝再生可能エネルギー比率３割）
■石炭消費量＝10％削減/年＊1
■省エネ法環境指標達成
　-火力総合発電効率＝44.3%
　-火力発電効率の実績値/目標値＝1.00

■再生可能エネルギー
　発電電力量の拡大

■経済性・環境面も考慮
　した設備の再構築

低コストと
低炭素化
への挑戦

グループ事業・
新規事業

将来のありたい姿

ありたい姿実現に向けた２つの基本戦略

　志賀原子力発電所の早期再稼働、総合エネルギー事業の拡大や社会ニーズも踏まえた新規事業の創出を通じ、以下の3つの目標を達成します。
財務目標

●2030年度に向けた各部門別の方向性

：電気事業

■2030年度までに30％以上 ■2030年度頃までに連結経常利益ベースで　電気事業 ２： 電気事業以外１

【電気事業以外】
　電気事業以外の新規事業や海外電力事業等、
　戦略的に投資・拡大させていく事業
　⇒将来的には150億円/年程度の
　　利益創出に向けて挑戦

■期間平均（2019～2030）350億円以上

〈震災前〉 〈2030年度〉
－北陸電力グループの目指す姿－

：電気事業以外

利益の拡大・創出につながる施策に2,000億円以上投資

ポートフォリオの変革
①総合エネルギー事業拡大
②成長事業開拓

2009～2010
平均経常利益比

パイの拡大
85%

15%

電気事業２： 電気事業以外１

事業の
多角化

（年度）2019～2030
平均目標

2018
実績

2010
実績

12年間平均
350億円以上

66億円

232億円

356億円

（年度）2030
目標

2018
実績

2019
実績

2019
実績

2010
実績

30%

19.9% 20.2%

＋10％
25.7%

自己資本を
着実に積上げ

1. 連結自己資本比率 3. 事業ポートフォリオ2. 連結経常利益

北陸電力グループが取り組む２つの基本戦略

北陸を基盤とした
「総合エネルギー事業」

の拡大

「新たな成長事業」
の開拓

　 環境・　 社会・　 ガバナンスの視点E S G
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●投資の基本的な考え方
　安定供給に必要な設備への投資継続を前提に、持続的な成長を遂げるために必要な投資を
加速します。

●株主還元の基本的な考え方
　電源の安定稼働、経営効率化による収支・キャッシュフローの改善に努め、早期の復配を
目指すとともに、中長期的には、総合エネルギー事業の拡大や成長事業の創出により、財務
健全性を確保したうえで、安定配当を基本に、株主還元に最大限取り組みます。

●グループ全体の生産性向上の推進
　継続的に生産性向上に取り組み、グループ全体の総合力を強化することで、2030年度まで
に全従業員の1割以上の人員を、成長事業へ戦略配置することを目指します。

　長期ビジョンの達成に向け、2019年4月に、2030年度までの12年間を3等分し、足元4か年の
実行計画「第一次中期経営方針・計画〈2019～2022年度〉」を策定・公表しました。この期間は将来の
ありたい姿の実現に向けた最重要期間であり、「回復・挑戦期」と位置付けています。経営方針の４本柱
の下、グループ一丸となって足元の諸課題を着実に解決していきます。

第一次中期経営方針・計画の位置づけ

　2020年度は中期経営方針の４本柱の見直しは行っていませんが、足元の情勢変化等を踏まえた、施策の加速化および見直しを図るため、2020年4月に、「北陸電力グループ第一次
中期経営計画（2020年度版）」を策定・公表しました。

第一次中期経営計画（2020年度版）

［キャッシュ・アウト］［キャッシュ・イン］

有利子負債削減

株主還元

成長投資
（出資・M&A含む）

安定的な
事業運営を
行うための投資

連結営業
キャッシュ・フローキ

【期間累計
1兆2,000億円以上】
●志賀原子力再稼働
や電源の安定稼
働、総合エネルギー
事業の拡大により
キャッシュを創出
●将来的には成長
事業の創出によ
り更に積上げ

●新たな成長事業
　（地域の課題解決、保有する知見・
資源とAI・IoT等の新技術を組
み合わせた新たなサービス、海外
電力事業）

●電気事業の競争力強化

●市場環境を踏まえて柔軟に対応

●早期の復配
●安定配当を基本に最大限の還元

【期間累計2,000億円以上】

【期間累計8,000億円程度】
●発電・流通設備の維持・更新
●志賀原子力再稼働に向けた安全対策

●中長期的なキャッシュ・フロー配分のイメージ［2019-2030期間累計］

［2019-2022年］
回復・挑戦期

第一次
中期経営計画 ［2023-2026年］

成長期

第二次
中期経営計画 ［2027-2030年］

飛躍期

（年度）

（成長） 第三次
中期経営計画

長期ビジョン
達成

●イメージ図

今　回

第
一
次
中
期
経
営
方
針

●志賀原子力発電所の早期再稼働　●発電設備の確実な運転保守管理および燃料の安定的調達等を通じた安定供給の確保
●流通設備の計画的な更新および再生可能エネルギー大量導入への対応やレジリエンス向上

１．安定供給の確保

●再生可能エネルギーの拡大など低炭素化と経済性を両立する電源構成の構築
●総合エネルギー事業の展開等による積極的な営業活動やお客さまのニーズを捉えたサービスの展開
●更なる業務効率化の徹底および将来の新たなサービスの検討・実施や国の政策への戦略的な対応

２．総合エネルギー事業の競争力強化

●経営資源や新技術を最大限活用した既存事業領域の拡大および
新たな事業領域の創出

３．グループ総力による事業領域拡大

●地域社会から信頼いただくための取組み
●安全文化の深化と業務品質の向上
●個人・組織が能力を最大限発揮できる活力ある職場作り

４．企業文化の深化

第一次中期経営方針・計画 〈2019～2022年度〉
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重点施策

志賀原子力
発電所の
早期再稼働

●敷地内断層問題の早期解決に
　向けた対応
●安全対策の着実な推進

重点課題 主な取組み 関連頁数

P8～10

供給力の
安定的確保

●大型石炭火力発電所の
　トラブルを踏まえた対応 P11

低炭素化と経済性を
両立する競争力ある
電源構成の構築

●再生可能エネルギーの拡大による
　低炭素化
●競争力強化に向けた火力部門の
　取組み

P12～13

送配電設備の
供給信頼度確保

●送配電設備の供給信頼度確保・
　機能維持対策の着実な実施
●災害に備えたレジリエンス強化

P17～21

お客さまから
選択いただくための

営業活動

●営業活動の更なる強化
（家庭分野/法人分野/首都圏エリア）
●新たな価値サービスの展開

P22～24

新たな事業領域
への挑戦

●投資子会社の新規設立
●地域の課題解決
●保有資源と新技術を融合した
　新たなサービス
●海外電力事業

P25～26

企業文化の深化
●働き方改革による労働生産性
　向上等のESGへの取組み

P29～32

発
電

送
配
電

販
売

新
規
事
業

●重要性の評価を基に重点施策を特定

送配電部門の分社化

　2020年４月から、当社の送配電部門を分社し、新たに設立した北陸電力送配電㈱に
おいて、事業を開始しました。分社後も、送配電部門の中立性・公平性を確保しつつ、電力
の安定供給確保と地域の発展への貢献という使命を当社グループ一体となって果たして
いきます。

北陸電力送配電㈱の誕生
　北陸電力送配電㈱は、北陸地域の送電線・変電所・配電線の工事・保守および送配電網の運用
等を行い、皆さまに安定して電気をお届けする会社です。

マスコットキャラクター 作業服

夏服 冬服

北陸電力グループ

送配電事業

小売事業

発電事業

送配電事業

小売事業

発電事業

2020年4月1日から
分社化

発電・小売・送配電の各事業を
一貫体制で運営

腕章ワッペンは
シンボルマーク

北陸電力グループ理念
　送配電部門の分社等を踏まえ、2019年3月、従来の「北陸電力企業理念」（Power＆
Intelligenceでゆたかな活力あふれる北陸を）を「北陸電力グループ理念」として再定義し、
分社後もグループ共通の理念の下で業務を執行します。

Power＆Intelligenceでゆたかな活力あふれる北陸を

各社
行動原則

グループ
理念

①低廉で良質なエネルギーを
安定的にお届けします
②新たな価値・サービスを提
供し、北陸とともに発展し
ます
③挑戦と創造のスピリットで、
未来を切り拓きます

北
陸
電
力
㈱

①電気を安心して使える社会を支え、
暮らしの充実と北陸の発展に貢献し
ます
②送配電ネットワークを公平に利用して
頂けるよう、中立的な立場で、透明
性の高い業務を行います
③挑戦と創造のスピリットで、未来を
切り拓きます

北
陸
電
力
送
配
電
㈱
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敷地内断層の早期解決に向けた対応
　志賀原子力発電所において、2014年８月に国へ志賀２号機の新規制基準への適合性確認の申請を行っ
て以降、敷地内断層に関する国の審査が進められています。
　2020年3月の新規制基準への適合性確認審査会合では、海岸部の評価対象断層として３本を選定し、
既に決定している陸域の６本と合わせ、９本を評価対象断層とすることについて理解が得られました。
　７月の審査会合では、９本の評価対象断層の活動性の審査が進められ、当社からは、鉱物脈法及び上載
地層法に関するデータ拡充を行ったうえで、いずれの断層も活断層ではないことを説明し、評価手法や考え方に
対し肯定的なコメントをいただきました。今後の審査においても、当社の主張をご理解いただけるよう引き続き
丁寧に説明していきます。

ー
ー
ー

1地点（＋1）
2地点（＋1）
2地点（＋2）

K-2
K-3
K-14

上載地層法 鉱物脈法等評価対象断層
１地点
１地点
１地点
ー
ー
ー

４地点（＋２）
3地点
2地点（＋1）
2地点（＋1）
1地点
1地点

S-1
S-2・S-6
S-4
S-5
S-7
S-8

（赤字は今回取得地点＊2）

●９本の評価対象断層と活動性評価データ取得地点

評価対象断層

鉱物脈データ（既取得＊1）

上載地層データ（既取得＊1）

鉱物脈データ（今回取得＊2）

●ウ

●イ●ア

＊1 2019年10月 第788回審査会合までに取得
＊2 2020年7月 第875回審査会合までに追加取得

　長期ビジョンの実現に向け、発電部門では、自由化時代を勝ち抜く
とともに、地球温暖化問題にも対応した「低炭素化と経済性を両立す
る最適な電源構成の構築」が最大のミッションです。
　そのためには、まず、 S+3Eの観点から重要なベースロード電源
である志賀原子力発電所の早期再稼働が不可欠です。２号機の新
規制基準への適合性確認審査は、申請から６年が経過し、この度
ようやく敷地内断層の活動性評価へと審査が進みました。今後
も審査に的確に対応し、早期再稼働を目指していきます。
　また、国のエネルギー政策を踏まえ、低炭素化への取組みと
して、既設水力発電所の大規模改修工事等による水力発電
電力量の増加や石炭火力発電所における木質バイオマスの
混焼比率の増加に加え、再生可能エネルギーの新規地点の
発掘に向けた検討も進め、再生可能エネルギー発電電力
量を2030年度までに年間20億kWh増加させる目標
の実現を目指します。
　更に、今後の環境規制や非化石価値取引市場、容量
市場等の新市場の動向も踏まえ、電源構成の再構築
にも取り組んでいきます。
　2018年度および2019年度は主要石炭火力発
電所でのトラブル停止により、業績に大きな影響
を受けました。主力４機のタービンおよびボイ
ラーの炉内設備について予防保全的な取替を行
うとともに、AI・IoT技術を活用したトラブル
早期検知システム等の導入により、一層の安
定運転に努めていきます。

志賀原子力発電所の早期再稼働を実現し、
低炭素化と経済性を両立する
最適な電源構成の構築を目指します

Power Generation 志賀原子力発電所の早期再稼働に向けた取組み発電事業

【Ｓ-4、左図●ウ】

〈評価の考え方〉
● 断層の上を覆っている地層は、約12～13万年
よりも古い時代に堆積しています。

● この地層にズレや変形がないことから、断層には
後期更新世（12～13万年前）以降の活動は認
められません。

活断層ではない

上載地層法による活動性評価の事例

鉱物脈法による活動性評価の事例

〈評価の考え方〉
● 断層の最新面付近を横断している鉱物脈は、約600～900万年以前に生成されています。
● これらの鉱物にズレや
変形がないことから、断
層には後期更新世（12
～13万年前）以降の活
動は認められません。

【Ｋ-２ 、左図●ア】 【Ｓ-7、左図●イ】

活断層ではない

断層最新面

断層最新面 断層最新面

断層最新面

鉱物脈鉱物脈

鉱物脈鉱物脈

0.1mm 1.0mm
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北陸電力のあゆみ

（標高3（標高35ｍ）（標（標（標高標標高標高335ｍ）55ｍ）ｍ）ｍ）ｍ）

２号
原子炉建屋

安全対策の着実な実施
志賀原子力発電所の安全性をより一層向上させる観点から、他社審査状況等も踏まえ、自主的な安全性向上施策を含め、安全性向上工事を進めています。引き続き、安全性向上工事

を着実に進めるとともに、適合性確認審査にも的確に対応し、志賀原子力発電所の早期再稼働を目指していきます。

④ 水を確保し冷やす
水源の多様化
（大容量淡水貯水槽の設置、大坪川ダムの利用 等）　
注水（冷却）機能の多様化
（常設代替低圧ポンプの設置、可搬型低圧注水ポンプの配備 等）

⑥ その他（防災拠点の整備）
緊急時対策棟・
増設緊急時対策所の
設置

大容量淡水貯水槽

●安全対策工事の全体像

森林火災対策のための防火帯

緊急時対策棟・増設緊急時対策所可搬型低圧注水ポンプ

② 津波に備える
敷地内・建屋内への浸水防止
（防潮堤・防潮壁（標高15m）の設置、
水密扉の設置） ③ 電源を確保する

外部電源の強化
電源の多重化、多様化
（非常用ディーゼル発電機用の地下式軽油タンクの設置、
常設代替交流電源設備の設置、大容量電源車の配備 
等）

⑦ その他の災害等への対策
建屋内の火災対策
（発生防止、感知・消火機能の強化、影響軽減対策）
建屋内の溢水対策 等（重要機器の浸水防止）
自然現象への備え（火山・竜巻・森林火災対策）

⑤ 放射性物質の拡散を防ぐ
放射性物質の放出低減
（格納容器フィルタ付ベント装置の設置、
放水装置の配備 等）
水素爆発の防止
（可搬型窒素供給装置の設置 等）

常設代替交流電源設備

格納容器フィルタ付ベント装置

① 地震に備える
耐震性の向上
（設計に使用する基準地震動を600ガル
から1000ガルへ引き上げ、耐震補強）

防潮堤
原子炉建屋内の

耐震補強

大容量淡水貯水槽
（5,100㎥）

大容量淡水貯水槽
（4,900 ㎥）

緊急時対策棟

増設緊急時対策所

防火帯

幅24m以上

発電機車 制御車

燃料取替機の耐震補強

屋根トラスの耐震補強

天井クレーンの耐震補強
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原子力防災訓練
　地震・津波等の自然災害をはじめとした想定を超える事態に備え、対応能力の
維持・向上に資する各種訓練を継続的に実施しています。
　また、2019年11月4日、石川県、志賀町等により実施された「原子力防災訓
練｣に参加し、国や地方公共団体との役割分担や連携を確認するとともに、様々な
訓練を実施しました。

志賀原子力発電所の安全性をご理解いただくための取組み
　発電所の見学会や、訪問による対話活動等を通じて、地域の皆さまに、志賀原子力発電所の取組みや安全性についてご説明し、一人でも多くの方からご理解ご安心いただけるよう、全社を
挙げて取り組んでいます。

石川県・志賀町等との防災訓練での増設緊急時対策所 石川県・志賀町等との防災訓練での避難退域時検査

また、発電所が立地している志賀町の全てのご家庭に
広報誌「ハマナスねっと」をお配りするとともに、志賀町
ケーブルテレビでの番組を通じて発電所の情報をお伝え
しています。

原子力の情報公開
志賀原子力発電所で事故や故障等が発生した場合、法令・安全協定または覚書等に基づ

き、国や石川県・志賀町等の関係自治体に報告・連絡を行っています。また、発電所敷地境
界付近の放射線レベル等を常時測定し、そのデータを石川県等へ提供しています。広報誌「ハマナスねっと」

増設緊急時対策所見学

広報誌「ハマナスねっと

発 電 所 見 学 会

245回
開催数

延べ

約5,700名
女性団体への説明会

自治会・女性団体・労働団体等への説明会

481回
開催数

延べ

約10,200名
地域の方との対話活動

訪問による対話活動

訪問対話
延べ

約1,000名
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北陸電力のあゆみ
供給力の安定的確保に向けた取組み

大型石炭火力発電所のトラブルを踏まえた対応
2018年度、2019年度に七尾大田火力発電所２号機、敦賀火力発電所２号機の主力の石炭火力機でのトラブルが相次いで発生し、供給力・収支の両面への影響がありました。
このトラブル発生を踏まえ、原因箇所の補修にとどまらず、トラブルの未然防止および早期発見・早期復旧に繋がる対策をこれまで以上に強化していきます。

●予防保全的な取替
予防保全的な補修・取替の積極的実施により、トラブル発生リスクの低減を図ります。

●AI・IoTを活用したトラブルの早期検知
ＡＩやＩｏＴ技術等により膨大な運転データを収集・解析し、

トラブルの予兆を早期に検知するシステムを富山火力発電
所4号機で試験導入しました。今後、他の火力発電所にも
順次導入します。

●トラブル発生時の早期復旧対策
トラブル時の早期復旧のため、ボイラー中間ステージの設置や
納品に時間がかかるミルローラー等の予備品の充実を図ります。

七尾大田火力2号機　定期点検時のタービン取替

【導入予定】 2020年度：七尾大田2号・敦賀2号
2021年度：敦賀1号・七尾大田1号
2023年度：富山新港2号

ユニット 出力
次回定期点検までの対応　［（　）内は取替年度］
タービン ボイラー

敦賀１号

敦賀２号

七尾大田１号

七尾大田２号

50万kW

70万kW

50万kW

70万kW

一式取替（2022）

一式取替（2021）

一式取替済（2020）

低圧タービン取替（2021）
高中圧タービンは2013年取替済

一部の節炭器を取替（2021）

一部のボイラー壁管を取替（2021）

一部の過熱器（2020）や
ボイラー壁管を取替（2022）

一部の過熱器や
ボイラー壁管を取替済（2020）

圧力
流量 温度 振動 電圧

電流
トラブル
検知

システム

タービン
発電機

ボイラー

なお、タービン一式の取替により、設備の信頼性向上ならびに効率向上によるCO2排出量の低減を図ります。
（４機のタービン取替によるCO2排出量の低減効果：約20万t/年）

トラブル早期検知のためのAIシステムのイメージ
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低炭素化と経済性を両立する競争力ある電源構成の構築
再生可能エネルギーの拡大による低炭素化
2030年度の再生可能エネルギー発電電力量の増加を目標に掲げ、水力発電電力量の増加や石炭火力発電所におけるバイオマス混焼比率増加等の諸施策を推進し、低炭素化と経済

性を両立する電源構成の構築を目指します。また、電源種別にかかわらず、新規地点の発掘に向けた検討を進めていきます。

●水力発電電力量の拡大
水力発電所の新設や老朽化設備のリプレース、既設設備の部分的な改修等による発電電力量の増加を実施し、電源の低炭素化を目指します。

〈水力発電所の新設〉
　当社グループの黒部川電力㈱が新潟県糸魚川市におい
て「新姫川第六発電所」の新設工事を実施中です。

　また、他の地点についても新設工事を検討しています。
手取川第二発電所の

ランナ取替状況
（2020年2月）

新姫川第六発電所の建設状況（2020年1月）

〈既設設備の部分的な改修等による発電電力量の増加〉
　既設の水力発電所につ
いて、ランナ（水車羽根
車）取替等の部分的な改
修により発電効率の向上
を図っています。
　2019年度は手取川
第二発電所をはじめと
した５箇所の改修により、
発電電力量を増加しました。
（５発電所計：+3,450kW、+0.1億kWh／年）

〈老朽化設備のリプレース〉
　運転開始から時間が経過した水力発電所について、
大規模な改修工事を検討しています。
　今後、工事予定の発電所は以下のとおりです。

　また、その他5か所の水力発電所でも大規模改修工事
を検討しています。

〈AIの活用による発電電力量の増加〉
　ＪＦＥエンジニアリング㈱と共同で、ＡＩを活用した「ダム
最適運用システム」の開発を進めています。本システムの
実証試験では、降雨予報からダムへの水の流入量を高い
精度で予測することで、洪水時の発電停止時間の短縮
が可能となり、発電電力量の増加＊が確認できました。

＊浅井田ダムでは年間発電電力量 約500万kWhの増加

　2020年度は神通川水系の複数のダム群に本システ
ムを適用し、水力発電電力量の更なる増加を目指します。

運転開始予定出 力 CO2削減量発電電力量

2022年4月28,000kW 約4.4万t-CO2/年0.9億kWh/年

出力 着工時期＊発電所
21,830kW

13,770kW

26,300kW

25,677kW

2020年5月

2021年5月予定

2022年4月予定

2019年8月

馬場島

三ツ又第一

見座

葛山

当社

富山共同
自家発電

＊仮工事の着工

建設予定の
水圧管路既設発電所の

水圧管路

ダムへの流入量予測システム

流入量

降雨予報

AIを活用して
高精度に流入量を予測
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競争力強化に向けた火力部門の取組み

●富山新港火力発電所１号機（運転開始：1974年、24万kW、石油火力）の休止
　富山新港火力発電所1号機では、硫黄成分の少ない原油燃料を使用しており、その調達
環境は不透明さを増しています。
　燃料調達環境を踏まえ、安定供給に支障が無いことを確認のうえ、運転開始から46年
が経過した同発電機を2020年10月に休止予定です。

●燃料の安定的・経済的調達
　電力供給に必要不可欠な燃料の調達については、安定確保とともに、経済性も重視して
います。
　LNG燃料については、スポット市況を見極め、市況を反映した価格での調達等、機動的
かつ経済的な燃料調達に努めています。石炭については、豪州炭の調達を主軸としながら、
調達国の分散を図りつつ、ロシアを中心とした近距離地域からの調達を拡大し、供給安定
性と経済性の両面から調達ソースの多様化を図ります。

●石炭火力発電所における木質バイオマスの混焼比率増加
〈バイオマス混焼比率の増加に向けた設備の検討〉
　2019年度にバイオマス燃料の混焼増加に向けた試験燃焼を行いました。
　七尾大田火力発電所２号機、敦賀火力発電所２号機において、2024年度からの混焼比率増加（15％）に
向け、発電設備の改造およびバイオマス燃料貯蔵サイロの新設を検討しています。

〈バイオマス燃料の調達〉
　混焼比率増加に向けて、現在使用している国内材に
加え、経済性・供給安定性・運用性を踏まえ、北米や
東南アジアから木質ペレット（ブラックペレット、ホワイト
ペレット）の調達を検討しています。

●洋上風力発電事業の開発可能性調査
　中部電力㈱・㈱ＯＳＣＦとともに、福井県あわら沖において洋上風力発電事業を検討して
おり、開発可能性調査を実施しています。2019年９月から環境アセスメントを開始しま
した。 

●再生可能エネルギーの更なる開発検討
　水力発電や風力発電等も含め、電源種別にかかわらず新規地点の発掘に向けた検討を
進めていきます。

バイオマス燃料貯蔵サイロイメージ（敦賀火力発電所）バイオマス燃料（ブラックペレット（左）、ホワイトペレット（右））
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エネルギーミックス
　低廉で良質な電気を安定的にお届けすることが、電気事業者の社会的使命です。
　暮らしや産業を支える電気の供給には、｢安全確保｣を大前提に、｢安定供給｣｢経済性｣
｢環境適合｣を同時に達成する｢Ｓ＋３Ｅ｣の観点から電源のエネルギーミックスが重要
です。
　また、時々刻々と変化する電力需要に対して、経済性や電力需要変動への対応のしや
すさ等、各電源の特性を活かし、バランスよく組み合わせて発電することが不可欠です。
　2018年７月に閣議決定された「第5次エネルギー基本計画」において、2030年度の
国におけるエネルギーミックスが改めて示されました。2030年の原子力の割合は引き
続き20～22％程度と示されるとともに、再生可能エネルギーについては主力電源化に
向けた取組みを進める方針が示されました。

＊原子力発電の燃料であるウランは、一度輸入すると長期間使用することができ、　
　再処理してリサイクルすることが可能なため準国産エネルギーとして扱われます。
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1131
228
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自給率 10%

出典：「ＩＥＡ WORLD ENERGY BALANCES（2019 Edition）」を基に作成

エネルギー自給率
原子力を国産とした場合＊

●主要国のエネルギー自給率（2017年）●世界の人口推移
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5,000

10,000
（百万人）

●主な電源の発電コスト（2014年モデルプラント）

出典：発電コスト検証ワーキンググループ「長期エネルギー需給見通し小委員会に
　　　対する発電コスト等の検証に関する報告（2015.5）」を基に作成
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＊試算の前提等によって数字は変わります。
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●エネルギーミックスの考え方
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予測

出典： UN「World Population Prospects: The 2019 Revision」を基に作成
＊2020以降は予測

再エネ

原子力

石炭

LNG

石油

9%程度

25％程度

28％程度

29％程度

9％程度

17%程度

6％程度

32％程度

38％程度

7％程度

震災前（2010） 現在（2018）

22～24%程度

20～22％程度

26％程度

27％程度

3％程度

2030年度

出典：資源エネルギー庁「総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会（第26回）
　　　（2020.7）資料」を基に作成

出典：電力中央研究所報告書（2016.7）を基に作成

　将来にわたり電力の安定供給を確保していくために、原子力発電は｢安全確保｣を大前提として、欠かせない電源であると考えています。エネルギー自給率の低い我が国では、
｢安定供給｣に加え、｢経済性｣｢環境適合｣の観点からのエネルギーミックスが重要であり、原子力発電は、今後もベースロード電源として重要な役割を担う必要があります。

エネルギー自給率
　日本は国内エネルギー資源が乏しく、エネルギー自給率がわずか10％しかないことから、
エネルギー資源のほとんどを輸入に依存しています。
　今後、新興国を中心とした世界の人口増加に伴うエネルギー需要の増加が見込まれる中、
化石燃料に過度に依存しないエネルギー構成を目指していく必要があります。

電源別の発電コスト
　原子力の発電コストは、事故リスク対応
費用等の追加コストを含めたとしても、他
の電源と比べて遜色ありません。

電源別のＣＯ２排出量
　原子力や、太陽光・風力等の再生可能
エネルギーは、発電時にＣＯ２を排出しない
電源です。

発
電
事
業

原子力発電の必要性
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北陸電力㈱の電源構成

（注1）FIT電気とは再生可能エネルギーの固定価格買取制度のもと、調達した水力・太陽光・風力等の電気。
当社がこの電気を調達する費用の一部は、当社のお客さま以外の方も含め、電気をご利用のすべての皆さまから集めた
賦課金により賄われており、この電気のCO2排出量については、火力発電等も含めた全国平均の電気のCO2排出量を
持った電気として扱われます。なお、2019年度のすべてのFIT電気の合計は6%となっています。

（注2）当社は水力発電100％によるメニューを一部お客さまに対して販売しており、上記の割合は全販売電力量
（26,235GWh）のうち、このメニューによる販売電力量（30GWh）を含んだ数値です。（2019年度）

＊1 この電気には､水力､火力､原子力､FIT電気､再生可能エネルギー等が含まれます。
＊2 他社から調達している電気で発電所が特定できないものについては､｢その他｣の取り扱いとしています。
＊3 再生可能エネルギー（水力以外、FIT電気を除く）とは太陽光・風力・バイオマスを指します（ただしFIT電気を除く）。
＊4 2019年度の構成比は、経済産業省の制定する「電力の小売営業に関する指針（2018年12月）」に基づき算定・公表し

ています。

･四捨五入により合計値が一致しない場合があります。

●発電電力量構成比（自社小売需要に対する構成比）

再生可能エネルギー
1%

FIT電気
6％

2010年度

水力
24%

石炭
44%

石油等
3%

原子力
28%

再生可能エネルギー
（水力以外、FIT電気を除く）＊3
 1％未満

LNG・
その他ガス
11％

その他＊2 1％

卸電力取引所＊1
6％

石炭
47%

水力（3万kW未満、FIT電気を除く）
16％

2019年度＊4

水力発電
28%

火力発電
59%

水力
（3万kW以上）
12%

石油1%
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（箇所数）

（年度末）

再生可能エネルギー 箇所数

新港火力
1号機（1974）

新港火力2号機（1981）
新港石炭火力1、2号機（1984）

敦賀火力1号機（1991）
七尾大田火力1号機（1994）

志賀原子力
1号機（1993）

七尾大田火力2号機（1998）
敦賀火力2号機（2000）

志賀原子力2号機（2005）

常願寺川有峰発電計画（1956～1960）

新港火力ＬＮＧ1号機（2018）

●発電設備の推移（箇所数・認可出力）

　当社の電源構成は、北陸地域の豊かな水資源を活かした水力発電比率の高さが特徴です。水力発電比率（28％）は旧一般電気事業者の中ではトップとなっています。
　震災以降、原子力発電所が停止し、その代替として火力発電所の高稼働が継続していますが、今後も志賀原子力発電所の再稼働をはじめ、費用対効果を踏まえた再生可能
エネルギーの開発に着実に取り組み、更なる電源の多様化に努めていきます。
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北陸電力送配電株式会社　代表取締役社長　　水野  弘一

安定供給の使命を胸に、
北陸地域の発展に貢献します。

2020年4月に送配電事業を分社し、事業を開始しました。分社後
もこれまでと変わることなく、電気を安定的にお届けするという使命
を達成するため、送配電設備の計画的な更新や確実な需給運用等に
取り組みます。
加えて、近年、多発・大規模化している自然災害に対し、設備の強化

や訓練の充実等を一層強化していくとともに、関係機関との連携強化
を図っていきます。また、新技術や新たな工法の導入によりコスト
ダウン・効率化を進め、絶えることなくカイゼンを続けていきたいと
考えています。
さまざまな事業者が送配電網を公平に利用できるよう、中立性を
高め、公平に接することが重要です。透明な事業運営のもとで公平・
中立を保つことで、お客さまからの信頼を得られるものと考えます。
これまで培ってきた安定供給確保の使命を胸に、北陸の発展に貢献し
ていきます。

送
配
電
事
業

送配電事業
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施工力確保に向けた取組み
　2015年7月、当社の送配電工事を実施する企業と「Ｅリーグ北陸」を立ち上げました。施工力確保に向けて、送配電事業のイメージアップに資するPRや送配電工事従事者の人材確保・
育成に向けた取組みを進めています。2019年度は、更なる認知度向上、イメージアップを目指し、鉄塔カードを制作しました。

　高度経済成長期に施設した設備の更新工事が今後増加することを踏まえ、施工力を確保し、着実に工事を実施することで設備の機能維持を図っていきます。

●鉄塔カードの制作 ●「Eリーグ北陸」パンフレット ●特設サイト 「So-High」

送配電設備の供給信頼度確保・機能維持対策への取組み

高経年化設備の着実な更新
　将来にわたって安定供給を維持していくため、鉄塔・コンクリート柱の建替、変圧器の更新工事等を行っています。また、
限られた施工力の中で、各年の工事量平準化を行うため、設備の延命化等を行っています。

鉄塔組立工事コンクリート柱の建替工事 大型変圧器更新工事 設備延命化に向けた鉄塔の塗装
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24時間、365日、たえることなく電気を届ける、
地域発展には欠かせない送配電事業に携わる
企業グループ「Ｅリーグ北陸」。 
仕事の内容や魅力等を紹介しています。
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　近年大規模化している自然災害に対し、社内体制を強化するとともに、関係箇所と連携を図り、レジリエンス強化施策を着実に実施しています。

災害に備えたレジリエンス（回復力・強靭性）強化

お客さまへの
情報発信

社内体制の強化

他電力会社との
連携強化

関係機関との
連携強化

● 北陸電力（親会社）と一体で
の復旧体制構築

● 高圧発電機車増配備等設備
対策の実施

社内体制の強化

高圧発電機車増配備

● 当社の被災を想定した受入訓練実施
● 他電力被災時の応援派遣
● 災害時連携計画の策定

他電力会社との連携強化

　台風15号・19号に伴い、東京電力パワーグリッ
ド㈱へ延べ人員608名（当社社員・施工者）を応援
派遣しました。

台風15号・19号（2019年） 千葉県へ応援派遣

● 停電情報通知アプリ、ホームページ、ＳＮＳによる迅速・正確な 
情報発信（詳細は次頁）

他電力受入訓練

● 自治体との協定締結
 （リエゾン派遣、倒木処理、計画伐採）
● 共同訓練（自治体、自衛隊）

関係機関との連携強化

　倒れた場合に停電につながる可能性がある樹木に
ついては、計画的に伐採しています。

自衛隊との共同訓練

●レジリエンス強化施策の関係性

お客さまへの情報発信

樹木が電線に
接触する可能性

伐採箇所

伐採後
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　デジタル技術を活用し、お客さまへの迅速かつ能動的な停電情報の発信等による
サービスの向上に努めます。

お客さまサービス向上に向けた
デジタル技術の活用

　ホームページでは、「動画で見る停電時の対処法」、
予想最大電力やピーク時の供給力等、日々の電力
情報をお知らせする「でんき予報」を紹介するなど、
電気を安心してお使いいただくとともに、お客さま
のお役に立つ情報発信に努めています。

SNSの活用
　公式Twitterでは、災害時に停電や復旧見込み
情報をお知らせしているほか、日頃から、停電への
備え、感電防止等の注意事項をご案内しています。

お客さまへの情報発信

写真掲載機能を備えた問合せフォームの設置
　災害時にはコールセンターへの電話がつながりにくくなる可能性があるため、ホームペー
ジに、情報提供を受け付けられるよう写真投稿機能を備えた「非常災害時専用のお問い合わ
せフォーム」を設置しています。

停電情報自動応答システムの導入
　停電事故発生時には、コールセンターへの停電お問合せに対し、お客
さまの郵便番号を入力していただくことにより、停電情報を自動音声で
案内するシステムを導入しています。

停電情報通知アプリの導入
　お客さまの停電への不安軽減を目的に、設定したエリアにおいて停電
が発生した際に、プッシュ通知で停電発生、復旧見込時刻、停電復旧を
案内する停電情報通知アプリを導入しています。

　安定した電気を低廉な料金でお届けするため、送配電会社の連携による一層の
効率化に向けた取組み（広域需給調整）を開始しました。

コスト低減に向けた取組み

広域需給調整
　電力は、需要と供給を常に一致させる必要があります。これまでは一般送配電事業者が
エリア毎に需給バランスを調整していました。

　2020年3月より3社（中部、関西、北陸の一般送配電事業者）で、エリアを越えて需給
調整を行う広域需給調整を開始しました。安価な電気を融通することにより、調整力コスト
の低減を図っています。

　なお、広域需給調整は、2020年度内に全国（沖縄除く）へ拡大していく予定です。

停電情報通知アプリ

公式Twitter

動画で見る停電時の対処方法

地域間連系線

需要と供給の
一致

上げ
調整

Aエリア（発電の不足発生）

Aエリア
需要 Aエリア

発電

需要と供給の
一致

下げ
調整

Bエリア（発電の余剰発生）

Bエリア
需要

Bエリア
発電

需要と供給の
一致

Aエリア
需要 Aエリア

発電

需要と供給の
一致

Bエリア
需要

Aエリア（発電の不足発生） Bエリア（発電の余剰発生）

Bエリア
発電

融通
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　高経年設備の更新に必要な施工力を確保・維持していくため、工事の省力化および効率化に取り組んでいきます。

工事の省力化・効率化

配電工事用ロボット（アシストアーム＊1）の導入
　工事頻度の高い電線離隔器工事＊2において、アシストアームを実用化し、2019年度に
北陸電力グループで11台を導入しました。
　アシストアームの実用化により、2人要していた作業が1人で実施可能となりました。
　今後は、アシストアームの適用工事範囲を拡大するとともに、配電工事における作業自動
化の実現を目指していきます。

＊１ 作業員を補助する工事用ロボット。

＊２ 電線や電柱などの取替工事などを行う場合に電線を切断および接続する工事。

コンクリート柱の接地工法の見直し
　感電防止等のために必要な接地の新設・改修工事において、コンクリート柱の地際で
の掘削作業量を大幅に削減する工法と工具を新たに開発しました。
　新たな工法では、道路の埋め戻し工事等が不要となり、地権者との用地交渉も省略す
ることができます。この改善により年間約8千万円のコスト削減を見込んでいます。

●従来の作業 ●アシストアームを使用した作業

●従来の接地工法 ●新たな接地工法

最小範囲
60cm×30cm×深75cm

アシストアーム

（掘削範囲）

（掘削範囲）

（施工範囲）

接地極 接地極

75cm
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　巡視業務での労務量を削減するため、AI等を活用し、異常検知の自動化や巡視業務の遠隔化等効率化に取り組んでいます。

AI等を活用した巡視業務効率化

配電設備における営巣＊の検知の自動化
　従来、作業員が目視で巡視を行っていましたが、巡視業務の効率化に向けて、車載カメラで撮影した映像から配電設備の異常を自動検知するAIの実証に取り組んでいます。

送電線の異常検知の自動化
　従来、ヘリコプターで撮影した映像を作業員が目視で確認していましたが、保守管理業務
の高度化・省力化に向けて、ドローンでの撮影に加え、撮影した映像から送電線の異常
を自動検知するAIの実証に取り組んでいます。

変電所の巡視業務の遠隔化・自動化
　従来、作業員が現地で目視巡視していましたが、高精度カメラおよびAI画像診断技術
等を活用した遠隔化・自動化に取り組んでいます。（2020年度下期導入予定）

＊ カラス等が毎年春先から初夏にかけて、産卵のために電柱の上に作る巣のことを言います。その巣の材料に電気を通しやすい針金ハンガーを使うこともあるため、停電の原因になることがあります。

ドローンで電線を撮影 電線の異常

ＡＩ自動解析 ＡＩ自動解析

ＡＩ自動解析

【変電所】
高精度カメラ

営巣

漏油検知

過熱検知

カラス検知

メーター
読取り

漏油 カラス

車載カメラ

営巣
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家庭分野の取組み
魅力あるサービスや料金メニューのご提供等により、お客さまの多様なニーズにお応えし、より多くのお客

さまに選んでいただくための取組みを継続していきます。

●新たな料金メニューの設定
2020年6月から、新たな電気料金メニューとして「　　　　　　　　　　　　」を開始しました。一定のご使用量

（120kWh/月）までは定額、それ以上の電力量料金は単価がひとつと、
お客さまに分かりやすいメニュー体系としました。電気のご使用量が多い
お客さまや、電気とガス・灯油などをご使用のお客さまなど幅広くおすすめ
しています。
　また、エコキュート等をお使いのお客さま向け電気料金メニュー「くつ
ろぎナイト12」や節電にご協力いただけるお客さま向けの電気料金割引
メニュー 「節電とくとく電灯」等もご用意しています。

●顧客基盤を有する企業との提携
提携企業の商材と組み合わせたセットサービスや、ポイント連携等、相互ブランドを活かし、お客さまにご満足いただ

けるよう、魅力的なサービスを提供し、サービスの高付加価値化を図っていきます。
● 携帯電話大手3社とのポイント連携や提携サービスの実施
● ケーブルテレビ（主要ケーブテレビ15局中9局）とのセットサービスの実施
● 地域の都市ガス・LPガス会社、通信事業者とのセットサービスの実施

●ほくリンクの更なる充実
「ほくリンク」会員数は、ポイント提携先の拡大等により、2020年6月末で45万件と北陸の世帯数の約4割まで
順調に増加しています。また、ほくリンク会員を対象に、毎月お支払いいただく電気料金に応じて「ほくリンクポイント」
が貯まる「電気deポイントプラス」は、開始
2年足らずで加入数が25万件となり、大変
ご好評をいただいています。今後もお客さま
ニーズを踏まえ、地元企業との提携拡大や
サービスの充実を図っていきます。

●「電気deポイントプラス」のイメージ

ご加入年数に応じてポイント還元率がアップ！
＊ ご加入後1年目で電気料金が6,000円/月（税込）の場合。

ご加入後1年目 2年目 3年目～

200円につき
1ポイント

200円につき
2ポイント

200円につき
3ポイント

年間
360P

年間
720P

年間
1,080P

　2016年4月の小売全面自由化以降、新規参入者の増加等により競争
が一段と激化する中、長期ビジョンで掲げた「2030年度までに小売販
売と卸販売を合わせた総販売電力量を400億kWh/年」の目標達成
に向け、お客さまの幅広いニーズにお応えし、引き続き当社を選択い
ただくための取組みを強化していきます。
　家庭分野ではサービス会員制度「ほくリンク」のサービス拡充を
進めています。ご加入年数や電気料金額に応じてポイントが貯まる
「ほくリンクポイント」の導入等により、会員数は約45万件となり、
北陸の世帯数の約4割まで増加しています。ポイントを地元企業
でお使いいただくことにより地域活性化へのお役立ちを目指し
ます。また、ご使用量の多いお客さまや電気以外の熱源も
使用するお客さまなど、幅広い方にメリットのある新料金
メニュー「使っておとくライト」を設定しました。
　法人分野では、お客さまのエネルギーコスト削減に資す
る提案に加えて、ガスや設備提案を含むグループ大での
トータルソリューション営業を展開していきます。
　電力需要の大幅な伸びが見込めない中、好調に推移
する首都圏エリアでの電力販売でも更なるお客さまの
獲得を目指します。
　電力販売と合わせ、お客さまの多様なニーズに
お応えし、新たな価値サービスの提案や自治体との
連携を強化していきます。地球環境問題へのお客
さまの意識の高まりを受けて、水力電源100％、
CO2排出係数ゼロの電気料金メニューを導入し
たほか、当社グループがお客さま構内に太陽光
発電設備を設置のうえ、発電した電気を自家
消費いただくサービスなども提案しています。

お客さまから引き続き選択いただくための
取組みや新たな価値サービスの
提案を推進します

Sales販売事業 お客さまから選択いただくための取組み

　新たな料金メニュー設定や設備提案を含むグループ大でのトータルソリューション営業等により、
お客さまから引き続き選択いただけるよう努めるとともに、首都圏においても更なるお客さまの獲得
に取り組みます。

●使っておとくライトのイメージ

ご使用量（kWh/月）120kWh

使っておとくライト
従量電灯

一定のご使用量まで
定額

電
気
料
金（
円
／
月
） 一定のご使用量より

多くご使用の場合は
従量電灯よりおトク
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お客さまから選択いただくための取組み

●「デマンドサポートサービス」の開始
当社がデマンド監視装置を設置し、あらかじめ設定したデマンド値を超過しそうな場合に、警報メールで注意を促すことで、デマンド抑制による基本料金削減を図ることができます。

●北陸電力ビズ・エナジーソリューション㈱（北電ＢＥＳＴ）による設備受託サービス
グループ会社の北電ＢＥＳＴでは、設備投資の軽減や保守のアウトソーシング等の多様なお客さまニーズにお応えし、お客さま設備の設計・施工から保守までを提供する受託サービスを展開

しています。最近では、子どもたちの学習環境の改善に資する小・中学校の空調整備事業を受託し、地元協力会社のネットワークを活かして迅速に工事を完了しました。また、2020年度から
は、燃料調達を含めたグループ一体でのＬＮＧ設備受託サービスを新たに開始しました。

法人分野の取組み
お客さまニーズにお応えすべく、エネルギーコスト削減に資する提案等の各種ソリューションサービスを、地元ならではの足回りを活かして積極的に展開します。また、グループ会社である北陸

電力ビズ・エナジーソリューション㈱（北電BEST）と一体となったトータルソリューションを強化し、幅広いニーズにお応えします。

学校空調設備導入（石川県津幡町）

サービス開始時期自治体名 対象

〈中学校〉 2019年9月
〈小学校〉 2020年6月

2019年7月

富山県富山市 90校
（1,313室）

石川県津幡町 11校
（200室）

●北電BESTによる学校空調整備受託実績 ●グループ一体でのLNG設備受託サービス

デマンドサポート構成イメージ

法人のお客さま

お客さまは
インターネットを介して
電気使用状況等の確認や
デマンドアラート値等を設定

PC・スマートフォン

インターネット

サーバー構内引込第1柱
（高圧受電）

電力取引計器

（取付イメージ）

デマンドサポートにより
使用電力量を収集

デマンド監視装置

LPWA通信

北
電
B
E
S
T

お
客
さ
ま

北陸
エルネス LNG卸

設備工事北陸電気
工事

一括
サービス

資金調達、設計・施工、
運転管理･保守、LNG供給

発電機 ボイラーLNG
サテライト基地

各時間帯の最大デマンドの実績値・予測値を表示。
設定値を超過しそうな場合は、メールとアイコンでお知らせ。
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首都圏エリアでの取組み
　首都圏エリアにおいて、着実に販売実績を上げています。今後も魅力あるサービスを積極的に展開し、より一層の販売拡大を図ります。

●首都圏エリアでの電力販売
現在、首都圏エリアでは11,100件

（2020年3月末実績）の契約をいただい
ており、順調に販売件数を増やしています。
今後もお客さまニーズに対応したサービ

スの充実を図り、更なるお客さまの獲得を
目指します。

●「ＡＮＡマイレージ契約」の販売開始
2020年4月から、ANAマイレージクラブ

会員を対象に電気料金に応じてANAマイル
が貯まる「ANAマイレージ契約」メニューの販
売を開始しました。

●法人お客さまへの販売拡大
2019年3月の㈱セブン-イレブン・ジャパンさまとの契約以降、横浜高速鉄道㈱さまを

はじめ、新たなお客さまから多数声を掛けていただいており、着実に実績を上げています。
料金比較サイトの有効活用や、代理店を通じた営業活動等により、引き続き販売活動を強化
していきます。

新たな価値サービスの展開
水力電源100％の電気料金メニューや再生可能エネルギーの導入促進等の新たなサービスの提供による社会的課題の解決を通じ、お客さまのお役に立つことを目指します。

●水力１００％の電気料金メニュー
環境にやさしい電気に関心をお持ちのご家庭のお客さまへ新たな価値の提供として、

2020年７月から、水力電源100％、CO2排出係数ゼロの価値を付加した電気料
金メニュー「　　　　　　　　　　　」を販売開始しました。

●太陽光発電設備の第三者所有サービス
当社グループがお客さま敷地内に太陽光発電設備を構築し、再生可能エネルギーを供給

します。
お客さまは、自家消費した電力量に応じた

料金をお支払いいただくことで、初期投資、
設備維持費用ゼロで再生可能エネルギーの
活用が可能になります。

有峰ダム（富山県富山市有峰）
エコマーク認定プラン
19507001

●首都圏エリアでの累計獲得件数（低圧）

（件）

2019年
3月末

2020年
3月末

2018年
3月末

2017年
3月末

6,300

11,100

4,000

1,600

太陽光発電設備
（当社グループ所有）

お客さま敷地内の
施設屋上や遊休地を活用

お客さま設備
（工場・倉庫・店舗 等）

発電電力の供給
（自家消費）

「電力プラン」初の
エコマーク認定を取得

ANAマイレージ
クラブ会員

ANAマイレージ契約に加入
電気をご使用

×
電気料金に応じて
ANAのマイルを付与
（200円につき1マイル）
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事業環境変化をビジネスチャンスに変え、当社グループが持続的に
成長していくためには事業構造の変革が不可欠であることから、長期
ビジョンにおいて「利益を拡大し事業ポートフォリオを電気事業：
電気事業以外＝2：1」とする目標を掲げました。
この目標を達成するため、今後の事業環境変化を見通したうえ

で、持ちうる経営資源や新技術を最大限活用し、グループ一体と
なった既存事業領域の拡大および新たな事業領域の創出を目指
していきます。
具体的には、これまで培ってきた技術や知見等を活用し、

「地域の課題解決」や、「当社グループの保有資源と新技術を
融合した新たなサービス」、「海外電力事業」等に重点的に
取り組みます。
また、今年の６月には、当社で実施している投資業務

を、より機動的・専門的に行うため、子会社として「北陸
電力ビジネス・インベストメント合同会社」を設立しま
した。
今後、既存事業領域の拡大および新たな事業領域

の創出に取り組み、着実に利益を積み上げることで、
北陸電力グループ全体としての持続的な成長を
目指していきます。

既存事業領域の拡大および
新たな事業領域の創出を
目指します

sNew Business
新規事業

地域の課題解決

　地方自治体等が現状実施しているサービス、これから実施しようとしているサービスと地域課題解決に繋がる
サービスについて、積極的に参入します。

投資子会社の新規設立
2020年6月、当社が実施している投資業務を、より機動的・専門的に行い、成長に必要な

投資を加速させるため、投資に特化した子会社「北陸電力ビジネス・インベストメント合同会社
（愛称：北電ＢＩＧ）」を設立しました。
投資先および北陸経済の発展に貢献することを通じ、当社グループの事業領域や利益の拡大

を目指していきます。

福井市都市ガス事業
関西電力㈱、敦賀ガス㈱と、福井市から公営ガス事業を継承する新会社「福井都市ガス㈱」を設立し、2020年４月から、福井

市内でガス小売事業を開始しました。

●都市ガス・でんきまとめ割
2020年６月１日から、福井都市ガスの

ガス料金と当社電気料金をまとめて支払う
と、毎月のガス使用量に応じて請求金額
から最大500円割引く「都市ガス・でんき
まとめ割」を開始しました。

金沢市ガス・発電事業
金沢市ガス事業・発電事業の民営化方針を受け、両事業を譲り受ける新会社への参画について、検討を進めています。 地元

自治体である金沢市および市民の皆さま方の利益に繋がる参画のあり方を検討していきます。

新たな事業領域への挑戦

　新たな事業領域の創出に向けて、「地域の課題解決」「保有資源と新技術を融合した新たなサービス」「海外
電力事業」の３分野に集中的に取り組んでいきます。今後、地域が抱える課題やニーズに積極的に対応し、ビジ
ネスチャンスにつなげるとともに“お役立ち”の精神で地域の発展を牽引していきます。

ガスの使用量

1～10㎥

11～20㎥

21～50㎥

51㎥～

割引額（税込）

200円／月

300円／月

400円／月

500円／月
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保有資源と新技術を融合した新たなサービス

出資・協業による事業領域の拡大
●ネクストエナジー・アンド・リソース㈱への出資
2019年11月、太陽光発電パネルや蓄電池の

開発・販売等を手掛けるネクストエナジー・アンド・
リソース㈱に出資しました。今後、同社の持つ太陽
光発電パネルや蓄電池等に関する知見を活用し、
新たな価値・サービスを提供していきます。

自動販売機の遠隔検針サービス
自動販売機の電力使用量を遠隔検針できる全国初のサービス「自動販売機の遠隔検針サービス」を提供します。お客さまは

本サービスを活用し、自動販売機の設置先へ出向いての電力使用量検針作業や電力量計の管理業務を削減すること等が可能
です。2020年10月に、まずは北陸コカ・コーラボトリング㈱さまへサービス提供を予定しています。

スマートメーター用通信システムを活用した通信回線サービス
　北陸電力送配電㈱は、2020年4月から、スマートメーター用通信システムを活用して、ガスや水道の遠隔検針を可能
とする通信回線サービスの提供を開始しました。現在、水道事業における漏水検知や遠隔検針を可能にするため、石川県
輪島市と連携し、市内のモデル事業対象地区の約600軒のお客さま宅に対し、本サービスの先行運用の準備を進めてい
ます。本サービスの提供を通じて、電気・ガス・水道メーターの共同検針の実現等を目指します。

●㈱ジャパン・インフラ・ウェイマークへの資本業務提携
2020年４月、西日本電信電話㈱の子会社で、ドローンを活

用したインフラ点検ソリューションを提供する㈱ジャパン・インフ
ラ・ウェイマークと資本業務提携を行いました。この提携により、
当社グループの設備点検業務の効率化や将来的な北陸エリアで
の橋梁・プラント等のインフラ設備点検事業の展開を目指します。

海外電力事業

　今後も経済成長が期待できる海外市場へ当社が知見
を有する電力事業を通じ、参入します。また、欧米等の
最新技術を習得し、国内に活用します。

海外エネルギー事業投資ファンドへの出資
2020年4月、当社初の海外事業投資として、「Japan 

Energy Capital（JEC）１号ファンド」へ出資しました。当社
は、ファンドからの分配収益に加え、海外事業投資における
知見や、本ファンドが出資するベンチャー企業の新技術や
ノウハウの獲得を目指します。

海外ＩＰＰ事業の検討
上記ファンドへの出資に加え、知見を保有する電力事業で

海外市場に参入することを考えており、現在、東南アジア等
における発電事業への参画について検討を進めています。

●自動販売機遠隔検針サービスの概要（イメージ）

電力量計
（新設）

通信装置
（既存）

運営企業 サーバー

現地での
目視検針
不要

検針
データ

データ
取得

自動販売機の内部

●JEC１号ファンド第一号投資案件

トルコ共和国で稼働中の太陽光発電所（13,514kW）

　電気事業のインフラ設備の建設・保守で培った技術を応用し、AI・IoT等の新技術を組み合わせた新たなサービス
を提供します。

＊1 ENECHANGE㈱および㈱Looopの関連会社
＊2 当社は2018年9月にENECHANGE㈱へ出資

●JEC１号ファンドの概要
・トルコ・ヨルダンの再生可能エネルギー事業
・欧米諸国のエネルギーテックベンチャー

北陸電力㈱ ENECHANGE㈱＊2

㈱Looop 大和エナジー・インフラ㈱

１億米ドル程度
Japan Energy Capital合同会社＊1

2029年12月まで

投資対象

ファンド規模 運用期間
無限責任組合員

有限責任組合員
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　2011年の東日本大震災以降、志賀原子力発電所の停止に伴う燃料費の増加等、厳しい経営環境に対処すべく、経営効率化に取り組んできました。
　2018年４月からの一部お客さまの電気料金改定にあたり、2018～2020年度の３か年平均の効率化目標を430億円/年としていましたが、2018年度および2019年度
は、目標である430億円の効率化を達成しました。　
　今後も、聖域を設けず、更なるコスト削減への取組み等を継続していきます。

主 な 内 容項　目 効率化額

人件費関連の
削減 75億円

●役員、従業員の年収水準の引下げ
●保健館（保養所）の廃止、持株助成金の助成率引下げ、寮・
社宅利用料の引上げ等の福利厚生制度の見直し
●業務の集約化等による労働生産性の向上

●石炭火力発電所の定期点検期間短縮（工法変更等）等によ
る燃料費の削減
●経済性に優れた電源の活用（水力･LNG火力発電電力量の
拡大）
●供給余力を活用した卸電力取引所への販売拡大
●低コストな近距離ソース炭の利用拡大による燃料費の削減

●安定供給および工事施工力への影響を見極めたうえで、 設備
の補修時期や点検時期の見直し拡大
●工事仕様の見直し、競争入札や共同調達等、多様な調達方
策活用による調達価格の低減Δ7％

●施策の取捨選択等による諸経費全般の削減
●競争入札や共同調達など多様な調達方策活用による調達価
格の低減Δ7％
●ＰＲ施設「エルフプラザ」の廃止

需給関連費用
の効率化 180億円

修繕・設備関連
費用の削減 100億円

その他経費
関連の削減

合　計

75億円

430億円

●2019年度の経営効率化実績

0

100

200

300

400

（億円）
500

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
（目標）

＋30 ＋30
＋50

＋180

＋240 ＋240 ＋240

＋320
＋340

＋430 ＋430 ＋430

（年度）

北陸電力グループ2030長期ビジョンで掲げた
財務目標の達成に向け、2020年度以降も
引き続き、更なる効率化に取り組んでいきます

＊

●震災以降の経営効率化額推移 （注）効率化額は、2008年改定料金対比

＊2019年度は、石炭火力発電所の停止や法的分離対応費用の増加による収支悪化影響を抑制するため、 2018年度同様、ベースの効率
化430億円に加え、 緊急的な対応として、更に追加で40億円程度の収支改善を実施。

経営効率化への取組み
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　毎年、環境保全のための具体的行動計画として「北陸電力グループ環境管理計画」を策定しています。2020年度
計画では、志賀原子力発電所の安全・安定運転、再生可能エネルギー発電電力量の拡大等に加え、低炭素社会・循環
型社会実現に向けた取組み、生物多様性に配慮した環境保全の取組み等を積極的に推進しています。

北陸電力グループ環境管理計画 http://www.rikuden.co.jp/kanrikeikaku/WEB

●チャレンジ・ゼロ：日本経済団体連合会が政府と連携し、気候変動対策の国際枠組み「パリ協定」が目指す脱炭素社会の実現に向け、企業・団体がチャ
レンジするイノベーションを国内外に発信していく取組み（当社参加時点で計143事業者が参加）

●水源かん養：樹木、落葉および森林土壌の働きにより、降水を効果的に地中に浸透させ、長期にわたり貯留・流下することにより、洪水調整、渇水緩和
など河川流量の平準化を図る森林が有している機能。

用語解説▶

環境管理計画の策定と目標達成に向けた取組み

低炭素社会・循環型社会実現に向けた取組み
　二酸化炭素の排出抑制に有効な電気自動車の導入や、
資源の有効活用等に努め、環境への負荷が少ない低炭素
社会・循環型社会の形成に取り組んでいます。

●電気自動車の導入促進
　当社グループは、低炭素社会実現に向け、「2030年度
までに北陸電力㈱・北陸電力送配電㈱の社用車の電気
自動車比率＊1を48％＊2から100％へ向上させる」ことを
目標にしています。
　また、避難所等の非常用電源への電気自動車の活用に
ついて、自治体との連携体制を含めて検討するとともに、
走行・蓄電データを分析し、エネルギーマネジメント等に
活用します。

　2020年5月には、
業務用電気自動車の
普及を目的に設立さ
れた「電動車活用推
進コンソーシアム＊3」
に入会しました。 ●石炭灰の有効利用

　セメント材料やグラウンド表層材への石炭灰の有効利
用に取り組んでいます。
　コンクリートの混和材として利用することでコンクリート
の耐久性が向上する特性を活かし、北陸新幹線工事の高
架橋等のコンクリート構造物にも当社の石炭灰が活用さ
れています。

＊１ 緊急用車両や高所作業車等の特殊車両および電気自動車への代替が不能な車両
（4WD車等）は除きます。また、プラグインハイブリッド車（PHV）を含みます。　

＊２ 2018年度末時点
＊3 日本電信電話㈱、㈱日立製作所、㈱リコー、東京電力ホールディングス㈱の４社を
発起人として設立。（設立時点で計40事業者が入会）

コウノトリ保護の様子

社用電気自動車

「チャレンジ・ゼロ」への参加
　2020年7月に、日本
経済団体連合会が推進す
る「チャレンジ・ゼロ※」
（チャレンジ ゼロ・カーボン イノベーション）に参加し
ました。 　
　温室効果ガスの排出削減および持続可能な社会
の実現に向け、電源の低炭素化や新たな価値の創
出に取り組んでいきます。　
〈当社の主な取組み〉
●石炭火力発電所効率向上に向けた取組み
●電気自動車・蓄電池・太陽光発電等を活用したエネ
ルギーマネジメントに関する実証試験

●家庭用エコキュートの遠隔制御実証　
●ＡＩを活用した「ダム最適運用システム」の共同開発

「チャレンジ・ゼロ」
https://www.challenge-zero.jp/

WEB

生物多様性に配慮した環境保全の取組み
　生物や自然の恵みに配慮し、持続可能な事業活動に
取り組むほか、森林保全等の生物多様性維持のための
活動を継続的に実施しています。

●水の恵みをありがとう！森に恩返し活動
　当社グループは、水源かん養※やCO2の吸収等、さま
ざまな恩恵を与えてくれる森林に感謝の気持ちを込め
て、北陸３県５地区（富山、新川、加賀、能登、福井）で
森林保全活動を展開しています。2019年度までに約
4,570本の植樹や下草刈りを実施し、延べ約9,400名
（他団体主催活動参加者を含む）が参加しました。

●コウノトリの保護
　2019年4月下旬に国の特別天然記念物「コウノトリ」
のペアが福井県坂井市の当社の電柱に巣を作りました。
　地元住民の皆さまからの「巣を残してほしい」との要望
を踏まえ、自治体と協議のうえ、停電とコウノトリの感電
防止のため、配電線の迂回工事を行い、この電柱への
通電を止めて、4羽のヒナの巣立ちまで見守りました。

●七尾大田火力発電所石炭灰処分場設置事業に
　おける環境保全の取組み
　2019年8月に開始した準備工事において、「仮設
防音壁の設置による工事騒音低減」や「希少猛禽類の
営巣期に合わせた工事内容の見直し」等、環境影響評価
書に基づく環境保全措置を適切に実施しています。また、
工事中の騒音測定や鳥類の繁殖状況調査を実施してい
ます。
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地域社会への貢献

地域の課題解決に向けた
自治体との連携

地域と共生する施設

　　地域が抱える課題やニーズに対応し、
地域社会の持続的な発展に資することを
目的に、2019年７月に富山市と「ＳＤＧｓの
推進に関する包括連携協定」、10月に富山
県と「とやまの未来創生に関する包括連携
協定」、2020年３月には白山市と「ＳＤＧｓ
の推進に関する包括連携協定」をそれぞれ
締結しました。今後は、各連携協力事項に
基づき、様々な施策で相互の緊密な連携と
協力を図り、地域社会の持続的な発展を目指
していきます。

〈主な連携項目〉 ● 再生可能エネルギーの利活用
●ＥＶ・蓄電池等の活用によるエネルギーマネジメント
●災害時の連携協力
●地域おこし・賑わい作り　他

地域の賑わい作り

重要文化財の電気点検
　当社グループは、「電気使用安全月間」（8月1日～8月31日）に、
電気工事工業組合や電気保安協会等の関係団体・企業と協調して、
電気事故の未然防止による文化財の保護や、電気の安全使用に
対する意識の高揚を目的に、世界遺産菅沼合掌造り集落等の重要
文化財（建造物）の電気設備点検を実施しています。

「こども110番の車」運動
　当社グループは、社用車（約1,400台）に「こど
も110番の車」ステッカーを貼り、子どもが助け

を求めてきた場合に保護・通報
を行う「こども110番の車」
運動に取り組んでいます。
　また、業務中や通勤中に、
防犯の視点で子どもの安全を
見守る「ながら見守り」活動に
協力しています。

「こども110番の車」運動の様子

低速電気バス

白山市との連携協定締結式富山県との連携協定締結式

富山市との連携協定締結式

自動運転機能を備えた
低速電気バス試運行
　富山駅南北接続イベントに合わせ、2020年
３月に、富山駅北周辺で、自動運転機能を備え
た低速電気バスの試運行を行いました。
　今後も公共交通の電動化推進に向けた自治
体との連携・取組み支援を推進していきます。

●北陸電力エネルギー科学館「ワンダー・ラボ」
　エネルギーに関
する楽しい展示や
科学実験教室等
の体験を通して、
子どもたちの科学
するこころを育み、
エネルギーや電気
に関心を持ってもらうためのお手伝いをしています。
（2019年度来館者78,573名）

ワンダー・ラボでの科学実験教室

●原子力ＰＲ施設「アリス館志賀」
　原子力発電の
仕組み・必要性や
志賀原子力発電
所の安全対策の取
組み等について、
わかりやすく説明
しています。
　また、地域交流や子どもたち向けの科学イベント
等を行っています。
（2019年度来館者60,106名）

●花のミュージアムフローリィ
　地域と共生する発電所づくりを目的に国のモ
デル事業として整備された志賀町の施設で、当社が
町から指定を受けて管理・運営しています。
　庭園や温室で四季折々の草花を楽しんでいただ
けるほか、クラフト教室等も体験いただけます。

アリス館志賀のイベントでの科学工作
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教育・スポーツ支援

出前講座の実施
　次世代を担う小中学生や高校生に、エネルギーや地球
環境問題を身近なものとして捉え、理解を深めていただ
くため、従業員等が講師として学校に出向く出前授業や、
発電所等の見学会を実施しています。
　2019年度には出前授業を113回、見学会を42回
実施し、あわせて延べ5,314名に参加いただきました。

公益財団法人北陸電力教育振興財団の
運営支援
　北陸電力教育振興財団は、1981年の設立以来、地元の
高等学校にパソコン、プロジェクター、LED照明付自習机
等の教育備品を寄贈しています。
　また、2005年度からは次世代を担う高校生の皆さん
の将来の夢や目標を定めるきっかけ作りとして、北陸
地域において様々な分野で活躍されている方々を講師に
迎え、自らの経験談等をご講演いただく「元氣創生塾」も
開催しています。2019年度は9校2,094名に参加
いただきました。

産学連携活動
　当社技術開発研究所では、地元を中心とした複数の
大学と共同で電力系統の安定性や電力設備の雷対策等
の研究を行い、電力の安定供給に向けた技術開発に
取り組んでいます。また、電力系統工学の諸課題の研究
ならびに電力工学に通じた人材育成のため、富山大学
での先端電力システム共同研究講座の開講および、
専門技術者養成を目指した「次世代スーパーエンジニア
養成コース」への講師派遣を行っています。これらを
通じ、電気事業に魅力を感じられる機会を提供するとと
もに、地域の産業界で必要とされる人材の育成に協力し
ています。

先端電力システム共同研究講座　発電所見学

出前講座（福井県立科学技術高等学校）

教育備品の贈呈式（石川県立羽咋高等学校）

地域スポーツの振興支援
　北陸電力ハンドボール部「ブルーサンダー」によるハンドボール教室、プロサッカークラブ「カターレ富山」と連携したサッカー教室開催等を通じ、子どもたちの健全な育成のお手伝いをし
ています。
　また、当社では、様々なスポーツ大会も
主催しており2019年度は教室・大会あわ
せて約17,000名の子どもたちに参加
いただきました。更に、ハンドボール部の
小学生チーム「北陸電力ジュニア・ブルー
ロケッツ」の男子チームが第9回ＪＨＬジュ
ニアリーグで４年連続６回目の栄冠を手に
する活躍を見せています。引き続き北陸
地域のスポーツ振興のお役に立てるよう
努めていきます。 カターレ富山サッカー教室 北陸電力ジュニア・ブルーロケッツ 北陸電力ふれあいカップミニバスケットボール大会
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　「ワークもライフも大活躍の北陸電力グループ」を目指し、仕事の改善に取り組むとともに働き方
改革を推進し、労働生産性向上を図っています。　
　具体的には、やめる・減らす・変えるの視点での「仕事のやり方改革」、巡視・点検作業へのドローン
の活用をはじめとする「新技術の積極的な導入」、朝型勤務や在宅勤務等の導入による「柔軟で働き
やすい職場環境整備」等により、総実労働時間の短縮を実現しています。

個
人
・
組
織
が
能
力
を
最
大
限
発
揮
で
き
る
活
力
あ
る
職
場
作
り

働きやすい職場作り

ワーク・ライフ・バランスへの取組み
　子育てや介護を行う従業員に対し、仕事と
両立しやすい職場環境作りに向けて、法定を上
回る水準での育児・介護休業制度、看護休暇
制度、介護休暇制度を制定しています。
　育児休業制度の2019年度活用実績は、
出産女性が100％（17名）、男性が6名です。
　また、育児・介護休業者に対しての、パソコン
の貸与による社内情報の提供や育児・介護の
両立支援セミナーの開催等、疎外感・不安感を
解消するためのサポートも実施しています。
　さらに、経営幹部や管理職が、部下のワーク・
ライフ・バランスを応援し、自らも仕事と私生活
を楽しむ“イクボス”となることを宣言すること
で、働きやすい職場作りに取り組んでいます。
2019年度には、部下からの推薦により優れた
“イクボス”を表彰する「イクボスアワード」を
実施しました。
　これらの取組みにより、2019年度の平均
普通休暇取得日数は15.3日と、2009年の
11.6日から3.7日増加しました。

障がい者の活躍
　従来より障がい者
雇用を推進し、2019
年度末現在90名が
活躍しています。
　また、障がい者の雇用
をさらに進め、地域社会に貢献することを目的に2020
年3月に100％子会社「北陸電力ウィズスマイル㈱」
を設立しました。社内便の集配や書類の電子化など
オフィスサポート業務を担い、継続的に障がい者雇用を
拡大していきます。

女性の活躍　
　女性従業員がより意欲を持って働くこと
ができるよう、女性活躍の拡大を推進してき
たことで、2017年1月に厚生労働省より
女性活躍推進法に基づく認定「えるぼし」
の3段階目を取得しました。
　また、女性役職者数を「2020年を目途
に2015年（24名）の3倍程度（約70名）
を目指す」とする目標については、2019年
度に前倒しで達成しました。
　加えて、2020年4月時点の技術系女性
社員数は88名となり、この10年間で約
3倍となっています。
　従来は男性社員が中心であった電力
供給の最前線においても女性の進出が進ん
でいます。

ベテランの活躍
　従業員が、これまで培ってきた経験や知識・技能を発揮して、高い
モチベーションのもと、65歳
まで安心して働くことができ
る環境を整備しています。

「プラチナくるみん」は「子育て
サポート企業」として、厚生労働
大臣の「くるみん」認定を受けた
企業のうち、より高度な水準の
取組みを行った企業が特定認定
されるものです。

「プラチナくるみん」マーク

2019年度末在籍数
キャリア社員（55歳～60歳） ：331名
シニアスタッフ（60歳～） ：313名

えるぼしマーク

　燃料購買（石炭・LNG等の調達）、海外投資家への説明、海外新規
事業（発展途上国での発電事業等）等、グローバルに活躍できる人材
の重要性はますます高まっています。当社グループでは、語学力や

専門知識の獲得に加え、人間力や精神力など総合的な人材育成を行うことを目指し、様々な研修への
従業員派遣を継続的に実施しています。

研修内容研修名 派遣期間

海外MBA

海外インターンシップ

国際大学英語集中講座

海外大学短期派遣

シーメンス社電力系統技術コース

GE社原子力技術コース

1～2年間

3～6か月間

2か月間

3か月間

3か月間

6～9か月間

海外大学院への留学によるMBA（経営学修士）学位の取得

開発途上国の政府・民間企業等での就労を体験

国際大学（新潟県）での英語を通じたビジネススキルの習得

英語を通じたビジネススキルの習得・海外企業訪問・異文化理解促進

米国シーメンス社での電力系統運用実務の研修

米国GE社での原子力設備の保全業務の研修

北陸電力ウィズスマイル㈱の業務 技術系女性従業員の活躍

インドネシアでのインターンシップ

海外MBAの取得

人材の育成
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隠さない風土と安全文化 　当社は、2007年に判明した志賀原子力発電所1号機
の臨界事故を含む発電設備に係る不適切事案を受け、
「隠さない風土と安全文化」の構築に向け、全社を挙げ

て再発防止対策に取り組んできました。この再発防止対策については、2011年2月に、社外有識者で構成された再発
防止対策検証委員会において「隠さない風土と安全文化」が定着したとの評価を受けた後も、従業員一人ひとりが「『隠さ
ない風土と安全文化』を決して風化させてはならない」ということを肝に銘じて「息の長い取組み」として活動を継続・改善
してきました。
　今後も、これまで築いてきた安全文化を更に深化させるとともに、全社的な業務品質の向上を図り、地域の皆さまに
「信頼」され「安心」していただけるよう取り組んでいきます。

危機管理
　当社の経営に重大な
影響を及ぼす、または
及ぼす可能性のある
様々な危機に対する
全社的な「危機管理体
制」を構築し、ステー
クホルダーの皆さまに
及ぼす影響を可能な限り回避すべく危機管理規程を
整備しています。

防災体制の確立
　2020年4月の分社以降も、北陸電力㈱と北陸電力
送配電㈱が一体体制のもと、防災への対応を行っていき
ます。
　災害の発生が予想される場合は「警戒体制」、災害が
数時間以内に発生することが予想される場合、または
発生した場合、ならびに供給区域内で震度６弱以上の
地震が発生した場合には「非常体制」を直ちに発令し、
事業所は防災体制に対応する警戒体制（総）本部、災害
対策（総）本部を設置することにしています。
　また、災害に備えて、地方自治体や防災関係機関（地方
気象台・消防署・自衛隊・警察等）と防災情報の提供、
収集等の相互連携体制を整備しています。加えて、他
電力会社、電源開発㈱、電力広域的運営推進機関、請負
会社、電気工事店等と、電力、要員、資材、輸送力等の
相互融通等の相互応援体制を整備しています。

情報セキュリティ
　日本企業に対する国際的なサイバー攻撃の脅威が
深刻化する中、社会的責任のある重要インフラ事業者と
して、情報セキュリティ強化に取り組んでいます。国や他
電力と連携した対応に加え、社内に情報セキュリティ
対策委員会を設置し、トップマネジメントのもとで情報
セキュリティ対策を推進しています。

企
業
文
化
の
深
化

経営層や本店部所長による審議（電力保安委員会）

全社防災訓練

安全最優先の啓発活動と安全品質の強化
●経営幹部と現場最前線従業員とのフランク対話
　フランクな対話活動を通じて、経営幹部の安全最優先に対する考え
や熱意を社内に浸透させ、社内の意思疎通向上を図っています。

●失敗事例の共有化による再発防止
　「電力保安委員会」や「失敗事例活用連絡会」等を通じて、発生した失敗事例の教訓を社内で共有し、各部門が改善に
取り組むことにより、類似した事故やトラブルの再発防止を図っています。

安全文化の深化

　2002年に社長を委員長とするコンプライアンス推進委員会を
設置し「行動規範」を制定しました。
　また、コンプライアンス推進の実効性を更に高めるため、2003

年に企業倫理情報窓口「ホイッスル北電」を設置、2007年には社外の第三者（弁護士）への通報窓口を追加し、2010年
にはグループ会社のコンプライアンス違反も通報対象とする等、順次改善を図っています。
　更に、社長メッセージの社内テレビ放送等を、「隠さない風土と安全文化」の風化防止を目的に継続実施するとともに、
経営幹部、管理職、一般職の各層を対象としたコンプライアンス研修や各職場でコンプライアンスに関する集団討議を
実施する等、自律的な取組みを通じてコンプライアンスの徹底を図っています。
　なお、関西電力㈱における金品受領問題を受けて、当社では、不適切な金品等の受領および工事発注に係る不適切な
事案がなかったことを確認していますが、当社として自律的に企業倫理・法令遵守の更なる徹底を図る観点から、行動
規範を一部改正し、慣習的な儀礼の機会での常識的な範囲内の贈答品であっても受け取りを辞退することとしました。
　当社としては、今後も、電気事業連合会に設置された企業倫理等委員会での議論等も踏まえながら、より一層のコンプ
ライアンスの徹底に向けた不断の取組みを進めていきます。

コンプライアンス推進

リスクの発生に備えた対応
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2019年度決算（連結）
売上高（営業収益）は、小売販売電力量の減少はあるものの、卸販売電力量の増加やグループ会社の売上増加等により、前年度に比べ51億円増の6,280億円となりました。
経常利益は、小売販売電力量の減少や法的分離対応費用の増加等はあるものの、石炭およびＬＮＧ火力発電所の稼働増や減価償却費の減少、グループ会社の利益増加等により、前年度に

比べ165億円増の232億円となりました。
また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前年度に比べ109億円増の134億円となりました。

●連結ROE（自己資本純利益率）

＊ROE ＝自己資本純利益率
 ＝親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本（期首期末平均）
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●連結ROA（総資産営業利益率）

＊ROA＝総資産営業利益率＝税引後営業利益／総資産
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●連結自己資本比率

＊自己資本比率＝自己資本／総資産

●連結経常利益
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＊親会社株主に帰属する当期純利益を記載

●連結当期純損益
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（億円）

0

100

-100

200

300

128

△6 △4

25

20.2

2019

2019

134

●連結売上高／総販売電力量

連結売上高 総販売電力量

2018201720162015 （年度）

連結売上高
（億円）

総販売電力量
（GWh）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

27,000

28,000

29,000

30,000

31,000

5,445

29,536

5,425
5,962

30,520

31,684

6,229

30,392

2019

6,280

31,496

●連結有利子負債残高

2018201720162015 （年度）

（億円）

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

9,200 9,521
9,900 9,804

2019

9,745
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●ほくリンク会員数

2018201720162015 （年度）

7.1

18.0

25.0

30.4

2019

42.8

2015年
4月から

「ほくリンク」
開始

（万件）

●年間停電時間と年間停電回数

0
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2018201720162015
0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

20 21

26
24

0.14
0.16 0.17

0.15

2019（年度）

19

0.13

停電時間
（分/年）

停電回数
（回/年）

年間停電時間 年間停電回数 ＊全国平均は年度平均ではなく年平均

●労働災害度数率

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2018201720162015 （年度）

0.09
0.19

0.28

1.61 1.63 1.66
1.83

0.28

2019

1.80

0.09

全国平均北陸電力

＊労働災害度数率＝　　　　　　　　　　　　× 1,000,000労働災害による死傷者数
延べ実労働時間数

●CO2排出係数・排出量

0
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2,000

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

（年度）

0.615 0.624
 0.574

 1,726 1,800 1,700
1,693 1,754 1,646 1,414

1,371

0.497

0.510

1,279
1,245

CO2排出量
（万t-CO2）

CO2排出係数
（kg-CO2/kWh）

CO2排出量（基礎）
CO2排出係数（基礎）

CO2排出量（調整後）
CO2排出係数（調整後）

＊調整後の値は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度に伴う調整分等を反映
＊「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき算定

0.627 0.640
0.593

 0.526

0.542

●女性役職者数
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●女性育児休業取得率
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〒930-8686　富山市牛島町15番1号
TEL.076-441-2511（代表）／FAX.076-405-0103

お客さまの暮らしやビジネスに密着した事業を展開しています

北陸電力㈱ 電気事業

北陸電力送配電㈱ 電気事業

日本海発電㈱ 発電事業

北陸エルネス㈱ ＬＮＧ（液化天然ガス）の販売

福井都市ガス㈱ 都市ガス事業

黒部川電力㈱ 発電事業

富山共同自家発電㈱ 自家用電力の発電

総合エネルギー
北陸通信ネットワーク㈱ 広域イーサネットサービス「HTNet-Ether」、
 法人向けインターネット接続サービス「HTCN」

㈱パワー・アンド・IT データセンター事業
北電情報システムサービス㈱ 情報システム開発・保守、
 インターネット接続サービス「FITWeb」、
 クラウドサービス「FIT-Cloud」

情 報 通 信
北陸プラントサービス㈱ 火力・原子力発電設備の保守・工事

日本海建興㈱ 建築・土木・舗装工事の設計・施工

北陸電気工事㈱ 電気工事、情報通信工事、空調・給排水工事

北陸電力ビズ・エナジーソリューション㈱ エネルギーソリューション事業
北電技術コンサルタント㈱ 土木・建築工事等の調査・設計・監理、測量、
 地質調査、補償コンサルタント

北電テクノサービス㈱ 水力発電・変電設備の保守・工事

（一財）北陸電気保安協会 一般用電気工作物の調査業務、
 事業用電気工作物の保安業務、
 電気の使用・安全等の公益目的事業

北陸電力グループ

電気・エンジニアリング

事業用電気工作物の保安
電気の使用・安全等の公益

日本海環境サービス㈱ 環境調査・測定・分析
 （変圧器等絶縁油試験・分析、
  放射能分析等）、
 環境コンサルティング、
 環境緑化の設計・施工

㈱ジェスコ 機密・保存文書のリサイクル・
 保管、紙製品類の販売

環境･リサイクル
日本海コンクリート工業㈱ コンクリートポール・パイルの製造・販売、
 廃ポールリサイクル

北陸計器工業㈱ 電力量計等の製造・修理・試験、
 証明用電力量計の販売

北陸電機製造㈱ 変圧器・配電盤の製造・販売

北陸エナジス㈱ 配電用開閉器等の製造・販売

製　造
北陸電力ビジネス・ビジネスインベストメント（同） 他の会社への投資
北電産業㈱ 不動産の賃貸・管理、人材派遣、リース、
 ネットショップ「百選横丁」、介護・福祉事業

㈱北陸電力リビングサービス お客さまの省エネで快適な生活のご提案

北電パートナーサービス㈱ 電力関連施設の運営、
 グループ各社の経理・給与の集中処理

北陸電力ウィズスマイル㈱ オフィスサポート業務

北配電業㈱ 電柱広告、緑化工事の設計・施工

生活・オフィス・金融


